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平成 21 年 3 月期 通期連結業績予想の修正に関するお知らせ 

 

平成 20 年 8 月 28 日に公表した平成 21 年 3 月期（平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日）の通期

連結業績予想を下記の通り修正いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．平成 21年 3月期 通期連結業績予想値の修正（平成 20年 4月 1日～平成 21年 3月 31日）        

                               (単位：百万円) 

  売上高 営業利益 
税金等調整前 

当期純利益 
当期純利益 

前回発表予想(A) 

（平成 20 年 8 月 28 日発表） 
2,850,000 160,000 163,000 80,000

今回修正予想(B) 2,430,000 30,000 1,000 10,000

増減額(B－A) △420,000 △130,000 △162,000 △70,000

増減率（％） △14.7 △81.3 △99.4 △87.5

（ご参考）前期実績 2,846,828 207,342 199,342 104,431

 

 

２．修正の理由 
 

昨年の秋以降、米国大手証券会社の破綻をきっかけに金融危機が深刻度を増し、世界各国の金融市場や

実体経済に大きな打撃を与えております。 

当社においても、需要の減少や急激な円高など、経営環境はより厳しさを増しています。具体的には、

エレクトロニクス業界の急速な需要の減少に伴い、主要メーカーにおいて生産・在庫調整が広がり、順調

であったフラットパネルディスプレイ材料や携帯電話用レンズユニットなどの受注が 10 月以降急減し、

大幅な生産調整を余儀なくされています。また、急激な円高により、海外売上比率の高いデジタルカメラ

などの写真関連事業の売上、採算性が低下しております。アジア、オセアニア地域の通貨下落により、ド

キュメント事業の売上にも悪影響がでております。 

 

 

 

 



 

 

平成 21 年 3 月期第 4 四半期の事業環境を見通すのは困難な状況が継続しています。当社は、緊急対策

として全グループをあげて、原価低減、販管費の削減、設備投資の抑制、在庫圧縮などを進めてまいりま

したが、経営環境悪化による影響が拡大すると見込まれることから、平成 21 年 3 月期の通期業績見通し

を修正いたしました。 

直面する厳しい事業環境を乗り切るため、全事業にわたり採算改善策を推進しております。フラットパ

ネルディスプレイ材料事業については、減産体制を強化して、在庫水準の適正化を進め、来年度から見込

まれる実需の回復局面に備えていきます。デジタルカメラ事業については、現在推進しているコスト改善

プランを加速させるとともに、新開発の「Super CCD ハニカム EXR」などの独自技術を活かした差別化商

品を、製品価値訴求が可能なマーケットを中心に拡販し、大幅な事業損益の改善を図ります。 

さらに、世界規模での経済構造急変に対応するため、中長期的対策として製造費、販管費など経費の削

減、部材コストの低減、技術開発力および販売力の強化を推進いたします。加えて構造改革を早急に実施

すべく検討を進めており、取組み内容が確定次第公表いたします。かつて経験したことのない危機を迎え

ている今こそ、企業体質の抜本的な見直しを行い、逆境の中でもしっかりと利益を出せる企業体質への変

革を図ってまいります。 

 

なお、第 4四半期の対米ドル円為替レートは 90 円(前年同期比 16 円高)、対ユーロ円為替レートを 115

円(前年同期比 44 円高)で想定しております。 
 
 
 

（注）本資料に記載されている予想値は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であり潜在的なリスクや不確実性が含まれており

ます。従いまして、実際の実績は、様々な要因により、これらの業績予想とは異なることがありますことをご承知おき下さい。 

 

 

                                          以 上 


